　　　　　　　　　   　答　　　申
　　　　　　　　　　　　　  　 （諮問第１号）
１　審査会の結論
　　富士市長（以下「実施機関」という。）が、部分公開決定とした処分のうち、別

表２に掲げる部分を非公開とした決定は妥当ではなく、公開すべきであるが、その

余の部分を非公開とした決定は、妥当である。
２　異議申立てに係る経緯
（1）平成２３年１１月２８日、異議申立人は、富士市情報公開条例（平成１４年富
士市条例第３０号。以下「条例」という。）第６条の規定に基づき、実施機関に
対して、次の公文書の公開請求（以下「本件請求」という。）を行い、同日、実
施機関は、これを受け付けた。
「富士市産業交流展示場の管理運営に係る収支決算書並び損益計算書（以下「本
件対象公文書」という。）」
（2）平成２３年１２月１２日、実施機関は、本件請求に対して、条例第１１条の規
定により、以下のとおり本件対象公文書の部分公開決定（以下「本件処分」とい
う。）を行い、異議申立人に通知した。
ア　請求内容（収支決算書）について
　　(ア)　根拠規定　
条例第７条第３号アに該当
(イ)　理由
内訳項目、金額等のうち非公開情報に該当する部分は、独自の経理、労務、
人事等内部管理に関する情報が反映された部分であり、当該部分を公にする
ことにより、指定管理者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するお
それがあるため、条例第７条第３号アの規定により部分公開とする。
イ　請求内容(損益計算書)について
(ア)　理由
公文書不存在のため非公開とする。
（3）平成２４年２月１３日、異議申立人は、本件処分を不服として行政不服審査法
　　（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対して異議申
立て（以下「本件異議申立て」という。）を行い、同日、実施機関は、これを受
け付けた。

３　異議申立人の主張要旨
（1）異議申立ての趣旨
　　 本件異議申立ての趣旨は、条例に基づき異議申立人が行った本件請求に対して、
実施機関が平成２３年１２月１２日付け富商商発第１６２号で行った本件処分を
取り消すとの決定を求めるものである。
（2）異議申立ての理由
　　 異議申立人が、異議申立書、意見書及び口頭による意見陳述において主張して
いる本件異議申立ての主な理由は、次のように要約される。
　　ア　市民の税金を運用する指定企業の経理内容を明確にして開示することは当然であり、市民の知る権利である。
イ　事業報告、収支報告の内訳を把握する事は、我々市民の知り得る許容範囲で　　　　あり、我々市民の知る権利でもある。
ウ　損益計算書については、指定管理者から取得していないので不存在とあるが、請求して取得したら良い。
	エ　市民の求める収支決算、事業報告書は、企業の公募選考による重要とされる
　審査の資料ではなく、指定された後、契約に基づき、市民の代表である実施機
　関との間で、実施機関の施設の方針である事業の目的、計画、運営、収支管理
　の条件を事前に協議し、決定した両者の実績の収支決算書であり、指定管理者
　が所有する独自のノウハウの実績の報告ではない。市民の知るべき情報である。
　　
　 オ　指定管理者の権利、競争上の地位、その他の正当な利益を害するおそれがあ
るに当たらず、条例第1条の市民の市政について知る権利を尊重して、公文書
の公開を請求する権利を明らかにするに値する。


４　実施機関の主張要旨
　　実施機関が、本件異議申立てに対して、決定通知書、意見書及び口頭による説明
において主張している主な理由は、次のように要約される。
	ア　指定管理者は民間企業であり、保有する事業活動におけるノウハウその他独

	　　 自の運営手法により、受注を競っている。収支の詳細を公表すると、競合他社にとっては、指定管理者選定時の応募書類である収支計画を含む事業計画書の
    作成が容易となり、指定管理者としての管理運営能力が劣る競合他社でも、公

    開された収支報告内訳書をまねて、同等以上の収支計画を作成することも可能
    になる。

イ　指定管理者の保有するノウハウに基づく事業活動の成果である収支内訳書を

　　公開し、競合他社が知った場合、本施設のみならず他施設の指定管理業務に応

　　募する際にも、他社との競合上マイナスに作用するため、指定管理者の権利、
競争上の地位、その他の正当な利益を害するおそれがある。

　ウ　市民の税金が投入された施設の指定管理者であるということをもって、非公

開情報に該当する書類を市が独自の判断で開示することが当然であるとはいえ

ない。異議申立人が主張する市民の知る権利は、尊重されるべきものであるが、

非公開情報について権利が制限されるのはやむを得ない。



	エ　収支の公開が前提となることにより、優れた指定管理事業者が応募を敬遠す

るおそれがある。このことは、施設の利活用の減少や、多額の指定管理料の支

払いにつながることになりかねない。
オ　指定管理者は、損益計算書を作成しておらず、不存在であるため、公開対象とはならず、損益計算書を非公開とした実施機関の決定は、妥当である。




５　審査会の判断
　　審査会は、本件対象公文書並びに実施機関及び異議申立人の主張を具体的に審査
した結果、以下のように判断する。
（1）本件対象公文書について
　本件請求に対する本件対象公文書については、収支決算に関する情報が記録さ
れている公文書として、富士市産業交流展示場指定管理者収支報告内訳書（以下

「内訳書」という。）が該当する。内訳書には、平成２０年度から平成２２年度ま
での収入及び経費の内訳として、収入では貸館収入、指定管理料収入等の科目及
び内訳項目、単価、数量、金額等、支出では人件費、広告宣伝費等の科目及び内
訳項目、単価、数量、金額等のほか維持管理費の内訳についての項目、金額等が
記録される形式になっている。
また、損益計算に関する情報が記録されている公文書に該当すると考えられる

　 ものについては、例えば指定管理者の損益計算書が該当すると思われるが、当審
査会が実施機関及び指定管理者に確認したところ、指定管理者である共同事業体
単独ではこれを作成しておらず、共同事業体を構成している代表団体及び構成団
体において、各企業の自社の損益計算の中で、指定管理に係る損益等を一部門と
して計上し、各企業全体として作成していることが認められた。
（2）条例第７条第３号ア（法人情報）の該当性について
　　 条例第７条第３号アは、「法人その他の団体に関する情報又は事業を営む個人
　 の当該事業に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等又は当該個
　 人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」を非公開
   情報として規定している。ここで、「権利、競争上の地位その他正当な利益を害す
   るおそれがあるもの」とは、①法人等又は事業を営む個人の保有する生産活動に
   おけるノウハウその他の技術上の秘密に関する情報、②法人等又は事業を営む個
人の保有する営業活動上の秘密に関する情報、③法人等又は事業を営む個人の資
産内容等信用力に関する情報、④法人等又は事業を営む個人の経理、労務、人事
等内部管理に関する情報、⑤その他公にすることにより、法人又は事業を営む個
人の名誉、社会的評価、社会的活動の自由（宗教法人の信教の自由、学校法人の
学問の自由など）等が損なわれるおそれがある情報のような情報が該当する。
　実施機関は、本件請求に対する本件対象公文書に該当する内訳書に記録されて
いる収入及び支出に関する情報は、指定管理者の保有するノウハウに基づく事業
活動の成果である収支内訳書を公開し、競合他社が知った場合、本施設のみなら
ず他施設の指定管理業務に応募する際にも、他社との競合上マイナスに作用する
ため、指定管理者の権利、競争上の地位、その他の正当な利益を害するおそれが
あるとして、条例第７条第３号アに該当するとしている。

	これに対して異議申立人は、市民の求める収支決算、事業報告書は、企業の公
　募選考による重要とされる審査の資料ではなく、指定された後、契約に基づき、
　市民の代表である実施機関との間で、実施機関の施設の方針である事業の目的、
　計画、運営、収支管理の条件を事前に協議し、決定した両者の実績の収支決算書
  であり、指定管理者が所有する独自のノウハウの実績の報告ではない。市民の知
　るべき情報であるとしている。


　審査会は、実施機関が条例第７条第３号アによって部分公開とした内訳書の非
公開情報の部分（別表１）について、非公開情報に該当するかを審査した。収入
の各科目の内訳項目の各年度金額については、指定管理者が、保有する事業活動
におけるノウハウその他独自の運営手法等により収入を得た実績の金額と解せら

れるが、各科目の内訳項目の各年度合計金額は、それらが公開されたとしても、
法人等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものに該当
せず、非公開情報に該当するとはいえない。また、支出の各科目の内訳項目の各
年度金額並びに科目の富士市への還元額の一部及び科目の人件費の内訳項目の単
価、数量、科目の広告宣伝費の内訳項目の数量については、指定管理者が、保有
する事業活動におけるノウハウその他独自の運営手法等により経費の削減等を図
った結果である実績の金額及び内容と解せられるが、各科目の内訳項目の各年度
合計金額及び各科目の内訳項目は、それらが公開されたとしても、法人等の権
利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものに該当せず、非公
開情報に該当するとはいえない。内訳書に記録されている各科目の内訳項目の内
容は、一般に株式会社等の決算書にも記載のない情報である。そのため、それら

が公開されることについて、指定管理者に抵抗感があることは理解できるところ
ではあるが、実際にそれらについて見聞したところ、それらが公開されたとして
も、実質的に法人等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ
るものとは、およそ認められない。さらに、支出の維持管理費の内訳項目に記録
されている下表に該当する維持管理費の内訳表の各項目の内訳金額及び備考内容
については、指定管理者が、保有する事業活動におけるノウハウその他独自の運
営手法等により算出したものであるが、各項目の内訳合計金額は、それらが公開
されたとしても、法人等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ
があるものに該当せず、非公開情報に該当するとはいえない。

　したがって、別表２に掲げる部分は、条例第７条第３号アに規定する非公開情
報に該当せず、これを公開とすべきであるが、その他の部分は、条例第７条第３

号アに規定する非公開情報に該当し、非公開とすべきものと認められる。

（3）本件対象公文書の不存在について

　　 実施機関は、本件請求に対する本件対象公文書のうち、損益計算に関する情報
　 が記録されている公文書に該当すると考えられるものについて、指定管理者が作
成して保有しているものを、実施機関が取得する場合における損益計算書が該当
すると解したが、指定管理者は損益計算書を作成しておらず、不存在であるため、
実施機関も取得しておらず、公開対象とはならず、公文書不存在のため非公開と
した。
これに対して異議申立人は、損益計算書については、指定管理者から取得して

いないので不存在とあるが、請求して取得したら良いと主張している。

審査会は、本件請求に対する本件対象公文書のうち、損益計算に関する情報が

記録されている公文書に該当するものは、５（1）で述べたように指定管理者単独

では作成して保有していないので、不存在と解せられるため、それを実施機関が
取得することはできないと認められる。また、指定管理者である共同事業体を構
成している代表団体及び構成団体において、各企業の自社の損益計算の中で、指
定管理に係る損益等を含め一部門として計上し、各企業全体として作成している
ものについては、本件請求に対する本件対象公文書のうち、損益計算に関する情
報が記録されている公文書に該当するとはいえない。
したがって、公文書不存在のため非公開とすべきものと認められる。

（4）その他の主張について
異議申立人は、市民の求める収支決算、事業報告書は、企業の公募選考による
重要とされる審査の資料ではなく、指定された後、契約に基づき、市民の代表で

　 ある実施機関との間で、実施機関の施設の方針である事業の目的、計画、運営、
   収支管理の条件を事前に協議し、決定した両者の実績の収支決算書であり、指定
   管理者が所有する独自のノウハウの実績の報告ではない。市民の知るべき情報で
   あるとしている。

　　これに対して実施機関は、市民の税金が投入された施設の指定管理者であると

いうことをもって、非公開情報に該当する書類を市が独自の判断で開示すること

が当然であるとはいえず、異議申立人が主張する市民の知る権利は、尊重される
べきものであるが、非公開情報について権利が制限されるのはやむを得ないとし
ている。

審査会は、指定管理者がその業務を行うに当たり、協定書の規定等により適正
　 に施設等の管理運営を行う義務があり、市への報告文書等の内容には、指定管理
者の保有するノウハウに基づく事業活動の成果と考えられる部分もあると認めら

れる。また、情報公開制度の趣旨に基づき、条例第１条に規定されている条例の
目的として、市民には市政について知る権利があり、市民の知る権利は尊重され
るべきものではあるが、あくまでも市民の知る権利としての公文書の公開を請求

する権利は、条例に則って実現されるべきものであり、この権利と市政の公正な
執行のバランスは、条例第７条の規定により具体化されている。

（5）結論

内訳書に係る情報は、一部を除き条例第７条第３号アに規定する非公開情報に
該当し、非公開とすべきものと認められる。
　よって、「１　審査会の結論」のとおり判断する。
別表１　実施機関が条例第７条第３号アに該当するため非公開とした情報
	文　書　名
	非公開部分
	非公開条項

	富士市産業交流展示場指定管理者収支報告内訳書（収入及び経費の内訳）
	科目（収入の貸館収入）の平成２０～２２年度金額及び各内訳項目の平成２０～２２年度金額
	条例第７条第３号ア

	
	科目（収入の自主事業収入）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（収入の空調・水光熱使用料収入）の平成２０～２２年度金額及び各内訳項目の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（収入のその他収入）の平成
２０～２２年度金額及び各内訳項目の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（収入の収入合計）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出の人件費）の平成２０～２２年度金額並びに内訳項目の４行目から６行目まで、各単価、各数量（一部を除く。）及び各内訳項目の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出の広告宣伝費）の平成
２０～２２年度金額並びに各内訳項目の一部、各数量及び各内訳項目の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出のその他事務費）の平成２０～２２年度金額並びに内訳項目の一部及び各内訳項目の平成
２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出の水光熱費）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出の維持管理費）の平成
２０～２２年度金額及び各内訳項目の平成２０～２２年度金額
	

	

	
	科目（支出の補修・修繕費）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出のその他経費）の平成
２０～２２年度金額並びに内訳項目の２行目及び各内訳項目の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出の支出合計）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（収入－支出）の平成２０～
２２年度金額
	

	
	科目（富士市への還元額）の一部
	

	富士市産業交流展示場指定管理者収支報告内訳書（維持管理費の内訳表）
	項目（Ⅰ.清掃業務費）の金額（年額）並びに内訳①～③の金額(年額)

及び備考の一部
	条例第７条第３号ア

	
	項目（Ⅱ.警備業務費）の金額（年額）並びに内訳①及び②の金額(年額)
	

	
	項目（Ⅲ.設備管理業務費）の金額（年額）並びに内訳１、２、３①～⑦の金額(年額)及び備考の一部
	

	
	項目（Ⅳ.補修・修繕費）の金額（年額）並びに内訳①～④の金額(年額)及び備考の一部
	

	
	項目（合計）の金額（年額）
	


別表２　実施機関が非公開とした情報のうち、当審査会が公開すべきと判断する部分
　
	文　書　名
	公開すべきと判断する部分　　　　　　　　　　　　　　　　　

	富士市産業交流展示場指定管理者収支報告内訳書（収入及び経費の内訳）
	科目（収入の貸館収入）の平成２０～２２年度金額

	
	科目（収入の自主事業収入）の平成２０～２２年度金額
	　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

	
	科目（収入の空調・水光熱使用料収入）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（収入のその他収入）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（収入の収入合計）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出の人件費）の平成２０～２２年度金額及び内訳項目の４行目から６行目までのすべて
	

	
	科目（支出の広告宣伝費）の平成２０～２２年度金額及び各内訳項目の非公開部分のすべて
	

	
	科目（支出のその他事務費）の平成２０～２２年度金額及び内訳項目の非公開部分のすべて
	

	
	科目（支出の水光熱費）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出の維持管理費）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（支出の補修・修繕費）の平成２０～２２年度金額　　
	　
	

	
	科目（支出のその他経費）の平成２０～２２年度金額及び内訳項目の２行目　　　　　　
	

	
	科目（支出の支出合計）の平成２０～２２年度金額
	

	
	科目（収入－支出）の平成２０～２２年度金額
	

	富士市産業交流展示場指定管理者収支報告内訳書（維持管理費の内訳表）
	項目（Ⅰ.清掃業務費）の金額（年額）

	
	項目（Ⅱ.警備業務費）の金額（年額）

	
	項目（Ⅲ.設備管理業務費）の金額（年額）

	
	項目（Ⅳ.補修・修繕費）の金額（年額）

	
	項目（合計）の金額（年額）


（別記）
　審査会の処理経過
　　審査会の処理経過及び審査会委員の氏名等は、次のとおりである。
審査会の処理経過
	年　　月　　日 
	処 　理 　内 　容 

	平成２４年５月１５日
	第１回審査会（諮問） 

	７月１０日
	第２回審査会（実施機関意見説明）

	８月９日
	第３回審査会（審議）

	１０月２９日
	第４回審査会（第三者意見聴取、異議申立人意見陳述）

	１２月１４日
	第５回審査会〔審議（論点整理）〕

	平成２５年１月２８日
	第６回審査会〔審議（論点整理）〕

	２月２２日
	第７回審査会〔審議（答申案）〕

	３月２８日
	答申


審査会委員の氏名等 

	職名
	氏　　 　　名

	会長
	立 石   雅 世

	会長職務代理
	根 本      猛

	委員
	松 本   玲 子

	委員
	本 野      仁

	委員
	鈴 木   英 之
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